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１．はじめに 

東日本大震災発生後から2年と半年が経とうと

しているが、震災発生当初から復興支援に何らか

の貢献をしたいと考えた農村計画の研究者は多い。

しかし“どの地域で、どのように自分の専門性を

活かし、どのように関わればよいか”という壁が

立ちはだかった。筆者らは、宮城県石巻市のNPO

フェアトレード東北（以下、FTT）による支援活

動を後方支援する形で復興支援に携わり始めた。

本報告ではFTTの活動を概説したうえで、FTT

の後方支援に1年間携わった筆者の経験から農村

計画の役割と直面した課題について述べたい。

２．フェアトレード東北の活動概要 

宮城県石巻市は 2005 年に 1 市 6 町で広域合併

しており、津波被害は旧石巻市（市街地）から旧

牡鹿町や旧雄勝町のある半島部まで広範囲にわた

った。未曾有の被害により行政機能が麻痺する中、

同市は全国各地から積極的にボランティア団体を

受け入れて震災復興を進めてきた。

一方で、こうした支援から漏れる人々に震災発

生後から支援活動を続けているのがFTTである。

FTT は石巻市内で社会的弱者（精神疾患の患者、

引きこもりなど）の支援を目的に 2008 年に設立

された。震災発生後からは避難所生活者、独居高

齢者、在宅避難者、仮設住宅団地(以下、仮設団地)

どの中で、公的な支援体制では行き届かない被災

者への様々な支援活動(巡回訪問、炊き出し、ソー

シャルファームなど)を行ってきた。こうした活動

が評価され、平成 24年度「あしたのまち・くら

しづくり活動賞・内閣総理大臣賞」を受賞した。 

３．FTTと大学の仮設団地での支援のきっかけ 

(1)FTTによる仮設団地での支援のきっかけ 

避難所から仮設団地に被災者が移る過程で石巻

市社会福祉協議会が仮設団地住民、FTT が在宅被

災者の支援という役割分担ができた。しかし、そ

の矢先の 2011 年 9月 11 日、仮設住宅に住む男性

が自殺する事件が発生した。この事件を契機に

FTT は 2011 年 11 月から、住民間の交流が少な

い仮設団地を対象にコミュニティ形成を目的とし

た炊き出しを行ってきた(63箇所で計200回以上)。 

炊き出しによる仮設団地の住民と交流を通して、

FTT のスタッフは団地内の生活環境の改善・向上

のためには住民の生活実態の把握、自治会設立の

支援という新たな支援活動が必要であることを見

出すことができた。

(2)FTTの活動を後方支援するきっかけ 

石巻市に“支援漏れの救済”をモットーに地元

の震災復興に貢献している団体があると聞きつけ、

筆者らは 2012 年 5 月にFTT を訪ねた。活動内容

を一通り伺った後、FTT 代表（当時）の布施龍一

氏から“我々は最前線で様々な復興支援を実践し

てきているが、それで手一杯である。活動記録も

十分に整理できておらず、また活動そのものを客

観的に振り返ることもできない。そのような人員、

時間、お金の余裕も無い。けど、このままで良い

のか？という悩みがある”という話を聞いた。

これが、筆者らが FTT を後方支援するきっか

けとなった。震災復興支援への大学研究者の関わ

り方を考える際に、現場の最前線で頑張る団体を

後方支援することも重要だと考えたからである。 

４．農村計画の役割と後方支援の実施体制 

FTT の仮設団地での支援に対する、筆者らの後

方支援（2012 年度）は「仮設団地の生活実態調査

1）」と「仮設団地での自治会形成支援 2）」である。
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